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議案第１号  

 

新市まちづくり計画（新市建設計画）の変更について 

 

 

 新市まちづくり計画（新市建設計画）を別冊のとおり変更したいので、市町村の合

併の特例に関する法律（昭和４０年法律第６号）第５条第７項の規定により、議会の

議決を求める。 

 

 

 

      令和２年２月２５日提出 

                                                                       

伊那市長    白  鳥   孝  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

 東日本大震災に伴う合併市町村に係る地方債の特例に関する法律の一部を改正する

法律（平成３０年法律第１９号）の施行に伴い、計画期間を５年間延長（令和７年度

まで）するため、提案するものであります。 
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議案第２号  

 

辺地に係る総合整備計画の策定について 

 

 

 辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和

３７年法律第８８号）第３条第１項の規定に基づき、別紙のとおり総合整備計画を定

めることについて、議会の議決を求める。 

 

 

 

      令和２年２月２５日提出 

                                                                       

伊那市長    白  鳥   孝  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

 横山地区における辺地に係る総合整備計画を策定するため、提案するものでありま

す。 
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別紙 

 

総合整備計画書 

 

長野県伊那市 横 山
よこやま

辺地 

辺地の人口１９４人：面積２.１㎢ 

 

 

１ 辺地の概況 

(1) 辺地を構成する町又は字の名称  横山 

(2) 地域の中心の位置        伊那市横山９２５３番地ほか３筆 

(3) 辺地度点数           １４９点 

 

 

２ 公共的施設の整備を必要とする事情 

本辺地は、伊那市の西に位置し、中央アルプスを境に木曽地域に接している。こ

の地域の一部は、中央アルプス県立公園に含まれる山地で、その麓に田園、畑作地

帯、そして広大な平地林が形成されている。 

  本辺地には、令和２年３月に廃止を予定している最終処分場、ごみ処理施設「鳩

吹クリーンセンター」があるが、現在活用されていないこの施設を改修再利用する

ことにより、自転車を中心としたアクティビティ施設を整備し、また、辺地内にあ

る鳩吹山のパラグライダーなどとの連携を図ることにより、本市の西部地区をアク

ティビィティのメッカとすることによる地域活性化を図る必要がある。 

  整備するアクティビティ施設に隣接する鳩吹公園は、面積５７,８３３㎡の都市

公園で、多目的広場、時計付きの展望台、管理棟、駐車場２８５台分、トイレ２棟、

マレットゴルフコース、ふれあい交流施設を備え、ツツジ約３万本が植えられてい

る。春から夏にかけてツツジをはじめ様々な花が咲き、多くの人が市内外から訪れ

る。多目的広場では、毎年横山地区の運動会が開催され、同公園は地域住民の憩い

と交流の場であるとともに、公園の管理に地元住民を雇用するなど地域の活性化に

も寄与してきた。平成５年の開設以来２６年が経過して施設の老朽化が進んでおり、

アクティビティ施設と公園を一体的に整備し、また、周辺の集会施設、キャンプ場

などに通じる市道、林道の整備を行うことにより広範囲にわたる地域活性化を展開

していく必要がある。 

 

 

３ 公共的施設の整備計画 

２０２０年度（令和２年度）から２０２３年度（令和５年度）まで４年間 
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                              （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

施設名      

区 分 

 

 

事業 

主体名 

事業費 

財源内訳 

一般財源のう

ち辺地対策事

業債の予定額 特定財源 一般財源 

アクティ

ビティ施

設整備 

伊那市 250,000 0 250,000 250,000 

鳩吹公園

整備 
伊那市 100,000 0 100,000 100,000 

市道改良 伊那市 14,100 0 14,100 14,100 

林道整備 伊那市 23,000 0 23,000 23,000 

合 計 

 

387,100 0 387,100 387,100 
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議案第３号 

 

箕輪町との伊那地域定住自立圏形成に関する協定の変更について 

 

 

 定住自立圏構想推進要綱（平成２０年１２月２６日付け総行応第３９号総務事務次

官通知）に基づき、箕輪町との間において平成２８年１月７日に締結した伊那地域定

住自立圏形成に関する協定を別紙のとおり変更することについて、地方自治法第９６

条第２項の規定による議会の議決すべき事件を定める条例（平成２７年伊那市条例第

３２号）第２条第２号の規定により、議会の議決を求める。 

 

 

 

   令和２年２月２５日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

箕輪町との間において平成２８年１月７日に締結した伊那地域定住自立圏形成に関

する協定を変更するため、提案するものであります。 
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別紙 

 

伊那地域定住自立圏形成に関する協定の一部を変更する協定書 

 

 

伊那市（以下「甲」という。）と箕輪町（以下「乙」という。）とは、平成２８年

１月７日に締結した伊那地域定住自立圏形成に関する協定の一部を変更する協定を次

のとおり締結する。 

 

 別表を次のように改める。 

別表 

１ 生活機能の強化                           

分野 取組の内容 甲の役割 乙の役割 

医 

療 

圏域内における救急

医療の充実や医療を安

定的に提供できる体制

の確保等に向けた各種

事業に取り組む。 

乙と連携して、圏域

内における救急医療の

充実や医療を安定的に

提供できる体制の確保

等に向けた各種事業の

中心的な役割を担う。 

甲と連携して、圏域

内における救急医療の

充実や医療を安定的に

提供できる体制の確保

等に向けた各種事業に

取り組む。 

福  

祉  

圏域内における住民

の健康増進や高齢者及

び障害者サービスの充

実、子育て支援や環境

の向上に向けた各種事

業に取り組む。 

乙と連携して、圏域

内における住民の健康

増進や高齢者及び障害

者サービスの充実、子

育て支援や環境の向上

のための各種事業の中

心的な役割を担う。 

甲と連携して、圏域

内における住民の健康

増進や高齢者及び障害

者サービスの充実、子

育て支援や環境の向上

のための各種事業に取

り組む。 

教  

育  

圏域内における教育

環境の充実や生涯学習

施設及び図書館の相互

利用、文化・芸術活動

等の振興に向けた各種

事業に取り組む。  

乙と連携して、圏域

内における教育環境の

充実や生涯学習施設及

び図書館の相互利用、

文化・芸術活動等の振

興に向けた各種事業の

中心的な役割を担う。  

甲と連携して、圏域

内における教育環境の

充実や生涯学習施設及

び図書館の相互利用、

文化・芸術活動等の振

興に向けた各種事業に

取り組む。  

土  

地  

利  

用  

圏域内におけるそれ

ぞれの地域特性を活か

した土地利用に関する

各種事業に取り組む。  

乙と連携して、圏域

内におけるそれぞれの

地域特性を活かした土

地利用に関する各種事

業の中心的な役割を担

甲と連携して、圏域

内におけるそれぞれの

地域特性を活かした土

地利用に関する各種事

業に取り組む。  



 

- 10 - 

 

う。  

産  

業  

振  

興  

圏域内における担い

手の確保や産業の活性

化、農業・林業、観光

の振興を推進するため

の各種事業に取り組

む。  

乙と連携して、圏域

内における担い手の確

保や産業の活性化、農

業・林業、観光の振興

を推進するための各種

事業の中心的な役割を

担う。  

甲と連携して、圏域

内における担い手の確

保や産業の活性化、農

業・林業、観光の振興

を推進するための各種

事業に取り組む。  

２ 結びつきやネットワークの強化 

分野 取組の内容 甲の役割 乙の役割 

地 

域 

公 

共 

交 

通  

圏域内の日常生活圏

の拡大や利便性向上を

図るための地域公共交

通サービスの提供に向

けた各種事業に取り組

む。 

乙と連携して、圏域

内における日常生活圏

の拡大や利便性向上を

図るための地域公共交

通サービスの提供に向

けた各種事業の中心的

な役割を担う。 

甲と連携して、圏域

内における日常生活圏

の拡大や利便性向上を

図るための地域公共交

通サービスの提供に向

けた各種事業に取り組

む。 

情 

報 

イ 

ン 

フ 

ラ  

圏域内における地域

情報の共有や情報発信

媒体等の活用による効

果的な情報発信事業に

取り組む。 

乙と連携して、圏域

内における地域情報の

共有や情報発信媒体等

の活用による効果的な

情報発信に向けた各種

事業の中心的な役割を

担う。 

甲と連携して、圏域

内における地域情報の

共有や情報発信媒体等

の活用による効果的な

情報発信に向けた各種

事業に取り組む。 

道 

路 

等 

イ 

ン 

フ 

ラ 

圏域内の交流を促進

するための、基幹道路

や生活幹線道路等を中

心とした交通インフラ

の整備を進めていく取

組等に対する連携を行

う。 

乙と連携して、圏域

内における基幹道路や

生活幹線道路等を中心

とした交通インフラの

整備を進めていく取組

等に対する連携の中心

的な役割を担う。 

甲と連携して、圏域

内における基幹道路や

生活幹線道路等を中心

とした交通インフラの

整備を進めていく取組

等に対する連携を行

う。 

地 

産 

地 

消 

圏域内の地産地消の

普及の推進、地場農産

物のブランド化、販路

拡大に向けた各種事業

に取り組む。 

乙と連携して、圏域

内における地産地消の

普及の推進や地場農産

物のブランド化、販路

拡大に向けた各種事業

の中心的な役割を担

う。 

甲と連携して、圏域

内における地産地消の

普及の推進や地場農産

物のブランド化、販路

拡大に向けた各種事業

に取り組む。 
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移 

住 

定 

住 

促 

進 

・ 

地 

域 

振 

興 

圏域内の住民相互の

交流や都市部の住民と

の交流による関係人口

づくり、移住・定住の

促進等による地域活性

化につなげるための各

種事業に取り組む。 

乙と連携して、圏域

内における住民相互の

交流や都市部の住民と

の交流による関係人口

づくり、移住・定住の

促進等による地域活性

化につなげるための各

種事業の中心的な役割

を担う。 

甲と連携して、圏域

内における住民相互の

交流や都市部の住民と

の交流による関係人口

づくり、移住・定住の

促進等による地域活性

化につなげるための各

種事業に取り組む。 

３ 圏域マネジメント能力の強化 

分野 取組の内容 甲の役割 乙の役割 

人 

材 

育 

成 

・ 

交 

流 

促 

進 

圏域内の人材の育成

を図るため、各分野に

おける専門知識や多様

な経験を有する人材と

の連携や交流等を促進

する各種事業に取り組

む。 

乙と連携して、圏域

内における人材の育成

を図るため、各分野に

おける専門知識や多様

な経験を有する人材と

の連携や交流等を促進

する各種事業の中心的

な役割を担う。 

甲と連携して、圏域

内における人材の育成

を図るため、各分野に

おける専門知識や多様

な経験を有する人材と

の連携や交流等を促進

する各種事業に取り組

む。 

 

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲及び乙がそれぞれ署名押

印の上、各１通を保有する。 

 

  年  月  日 

 

            甲  長野県伊那市下新田３０５０番地 

               長野県伊那市 

                伊那市長           印 

 

            乙  長野県上伊那郡箕輪町大字中箕輪１０２９８番地 

               長野県上伊那郡箕輪町 

                箕輪町長           印 

 



 

- 12 - 

 

議案第４号 

 

南箕輪村との伊那地域定住自立圏形成に関する協定の変更について 

 

 

 定住自立圏構想推進要綱（平成２０年１２月２６日付け総行応第３９号総務事務次

官通知）に基づき、南箕輪村との間において平成２８年１月７日に締結した伊那地域

定住自立圏形成に関する協定を別紙のとおり変更することについて、地方自治法第 

９６条第２項の規定による議会の議決すべき事件を定める条例（平成２７年伊那市条

例第３２号）第２条第２号の規定により、議会の議決を求める。 

 

 

 

   令和２年２月２５日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

南箕輪村との間において平成２８年１月７日に締結した伊那地域定住自立圏形成に

関する協定を変更するため、提案するものであります。 
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別紙 

 

伊那地域定住自立圏形成に関する協定の一部を変更する協定書 

 

 

伊那市（以下「甲」という。）と南箕輪村（以下「乙」という。）とは、平成２８

年１月７日に締結した伊那地域定住自立圏形成に関する協定の一部を変更する協定を

次のとおり締結する。 

 

別表を次のように改める。 

別表 

１ 生活機能の強化                           

分野 取組の内容 甲の役割 乙の役割 

医 

療 

圏域内における救急

医療の充実や医療を安

定的に提供できる体制

の確保等に向けた各種

事業に取り組む。 

乙と連携して、圏域

内における救急医療の

充実や医療を安定的に

提供できる体制の確保

等に向けた各種事業の

中心的な役割を担う。 

甲と連携して、圏域

内における救急医療の

充実や医療を安定的に

提供できる体制の確保

等に向けた各種事業に

取り組む。 

福  

祉  

圏域内における住民

の健康増進や高齢者及

び障害者サービスの充

実、子育て支援や環境

の向上に向けた各種事

業に取り組む。 

乙と連携して、圏域

内における住民の健康

増進や高齢者及び障害

者サービスの充実、子

育て支援や環境の向上

のための各種事業の中

心的な役割を担う。 

甲と連携して、圏域

内における住民の健康

増進や高齢者及び障害

者サービスの充実、子

育て支援や環境の向上

のための各種事業に取

り組む。 

教  

育  

圏域内における教育

環境の充実や生涯学習

施設及び図書館の相互

利用、文化・芸術活動

等の振興に向けた各種

事業に取り組む。  

乙と連携して、圏域

内における教育環境の

充実や生涯学習施設及

び図書館の相互利用、

文化・芸術活動等の振

興に向けた各種事業の

中心的な役割を担う。  

甲と連携して、圏域

内における教育環境の

充実や生涯学習施設及

び図書館の相互利用、

文化・芸術活動等の振

興に向けた各種事業に

取り組む。  

土  

地  

利  

用  

圏域内におけるそれ

ぞれの地域特性を活か

した土地利用に関する

各種事業に取り組む。  

乙と連携して、圏域

内におけるそれぞれの

地域特性を活かした土

地利用に関する各種事

業の中心的な役割を担

甲と連携して、圏域

内におけるそれぞれの

地域特性を活かした土

地利用に関する各種事

業に取り組む。  
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う。  

産  

業  

振  

興  

圏域内における担い

手の確保や産業の活性

化、農業・林業、観光

の振興を推進するため

の各種事業に取り組

む。  

乙と連携して、圏域

内における担い手の確

保や産業の活性化、農

業・林業、観光の振興

を推進するための各種

事業の中心的な役割を

担う。  

甲と連携して、圏域

内における担い手の確

保や産業の活性化、農

業・林業、観光の振興

を推進するための各種

事業に取り組む。  

２ 結びつきやネットワークの強化 

分野 取組の内容 甲の役割 乙の役割 

地 

域 

公 

共 

交 

通  

圏域内の日常生活圏

の拡大や利便性向上を

図るための地域公共交

通サービスの提供に向

けた各種事業に取り組

む。 

乙と連携して、圏域

内における日常生活圏

の拡大や利便性向上を

図るための地域公共交

通サービスの提供に向

けた各種事業の中心的

な役割を担う。 

甲と連携して、圏域

内における日常生活圏

の拡大や利便性向上を

図るための地域公共交

通サービスの提供に向

けた各種事業に取り組

む。 

情 

報 

イ 

ン 

フ 

ラ  

圏域内における地域

情報の共有や情報発信

媒体等の活用による効

果的な情報発信事業に

取り組む。 

乙と連携して、圏域

内における地域情報の

共有や情報発信媒体等

の活用による効果的な

情報発信に向けた各種

事業の中心的な役割を

担う。 

甲と連携して、圏域

内における地域情報の

共有や情報発信媒体等

の活用による効果的な

情報発信に向けた各種

事業に取り組む。 

道 

路 

等 

イ 

ン 

フ 

ラ 

圏域内の交流を促進

するための、基幹道路

や生活幹線道路等を中

心とした交通インフラ

の整備を進めていく取

組等に対する連携を行

う。 

乙と連携して、圏域

内における基幹道路や

生活幹線道路等を中心

とした交通インフラの

整備を進めていく取組

等に対する連携の中心

的な役割を担う。 

甲と連携して、圏域

内における基幹道路や

生活幹線道路等を中心

とした交通インフラの

整備を進めていく取組

等に対する連携を行

う。 

地 

産 

地 

消 

圏域内の地産地消の

普及の推進、地場農産

物のブランド化、販路

拡大に向けた各種事業

に取り組む。 

乙と連携して、圏域

内における地産地消の

普及の推進や地場農産

物のブランド化、販路

拡大に向けた各種事業

の中心的な役割を担

う。 

甲と連携して、圏域

内における地産地消の

普及の推進や地場農産

物のブランド化、販路

拡大に向けた各種事業

に取り組む。 
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移 

住 

定 

住 

促 

進 

・ 

地 

域 

振 

興 

圏域内の住民相互の

交流や都市部の住民と

の交流による関係人口

づくり、移住・定住の

促進等による地域活性

化につなげるための各

種事業に取り組む。 

乙と連携して、圏域

内における住民相互の

交流や都市部の住民と

の交流による関係人口

づくり、移住・定住の

促進等による地域活性

化につなげるための各

種事業の中心的な役割

を担う。 

甲と連携して、圏域

内における住民相互の

交流や都市部の住民と

の交流による関係人口

づくり、移住・定住の

促進等による地域活性

化につなげるための各

種事業に取り組む。 

３ 圏域マネジメント能力の強化 

分野 取組の内容 甲の役割 乙の役割 

人 

材 

育 

成 

・ 

交 

流 

促 

進 

圏域内の人材の育成

を図るため、各分野に

おける専門知識や多様

な経験を有する人材と

の連携や交流等を促進

する各種事業に取り組

む。 

乙と連携して、圏域

内における人材の育成

を図るため、各分野に

おける専門知識や多様

な経験を有する人材と

の連携や交流等を促進

する各種事業の中心的

な役割を担う。 

甲と連携して、圏域

内における人材の育成

を図るため、各分野に

おける専門知識や多様

な経験を有する人材と

の連携や交流等を促進

する各種事業に取り組

む。 

 

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲及び乙がそれぞれ署名押

印の上、各１通を保有する。 

 

  年  月  日 

 

            甲  長野県伊那市下新田３０５０番地 

               長野県伊那市 

                伊那市長           印 

 

            乙  長野県上伊那郡南箕輪村４８２５番地１ 

               長野県上伊那郡南箕輪村 

                南箕輪村長          印  

 



 

- 16 - 

 

議案第５号  

 

請負契約の締結について 

 

 

伊那インター工業団地第二期拡張事業Ｂ区画整備工事について、下記のとおり請負

契約を締結するため、伊那市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関

する条例（平成１８年伊那市条例第４７号）第２条の規定により、議会の議決を求め

る。 

 

記 

 

１ 契 約 の 目 的  伊那インター工業団地第二期拡張事業Ｂ区画整備工事 

２ 契 約 の 方 法  一般競争入札による契約 

３ 契 約 金 額  １９７,８１３,０００円 

          （内消費税 １７,９８３,０００円） 

４ 契約の相手方  伊那市上牧６４７４番地 

          宮下建設株式会社 

           代表取締役 宮下 金俊 

 

 

 

 

令和２年２月２５日提出 

 

伊那市長  白  鳥   孝    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

伊那インター工業団地第二期拡張事業Ｂ区画整備工事請負契約を締結するため、提

案するものであります。 
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議案第６号 

 

公の施設の指定管理者の指定について 

 

 

公の施設の指定管理者を下記のとおり指定することについて、地方自治法（昭和 

２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

 

記 

 

 介護予防施設 

施 設 の 名 称 指定管理者の名称 指 定 の 期 間 

渡場いきいき交流施設 渡場区 
令和 2年 4月 1日から 

令和 3年 3月31日まで 

 

 

 

令和２年２月２５日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

公の施設の管理を行う指定管理者を指定するため、提案するものであります。 
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議案第７号 

 

伊那市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例 

 

 

伊那市固定資産評価審査委員会条例（平成１８年伊那市条例第１５号）の一部を次

のように改正する。 

 

第６条第２項中「行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律」を「情

報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律」に、「第３条第１項」を「第６条

第１項」に改める。 

 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

令和２年２月２５日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営

の簡素化及び効率化を図るための行政手続等における情報通信の技術の利用に関する

法律等の一部を改正する法律（令和元年法律第１６号）の施行に伴い、所要の改正を

行うため、提案するものであります。 
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議案第８号 

 

伊那市長谷有線テレビジョン放送施設条例の一部を改正する条例 

 

 

伊那市長谷有線テレビジョン放送施設条例（平成２０年伊那市条例第１号）の一部

を次のように改正する。 

 

第１条中「長谷有線テレビジョン放送施設」を「伊那市長谷有線テレビジョン放送

施設」に改める。 

 

第３条各号を次のように改める。 

(1) 登録有線一般放送事業者、届出有線一般放送事業者及び電気通信事業者として

使用することが可能な有線電気通信設備の整備、維持、管理及び運用に係る業務 

(2) 法第２条第２６号に規定する放送事業者の行う放送の同時再放送業務 

(3) 市及び公共的団体からの情報の提供に係る告知放送業務 

(4) 前３号に規定する業務に附帯する一切の業務 

 

第３条に次の１項を加える。 

２ 前項に規定するもののほか、次に掲げる業務を行えるものとする。 

(1) 福祉及び文化の向上等に必要な情報の提供 

(2) 産業の振興を図るために必要な情報の提供 

(3) 卸電気通信役務の提供 

(4) 非常時災害、火災その他緊急の情報の提供 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認めたもの 

 

第４条中「長谷地区の有線テレビ施設の幹線及び引込線がある区域とする」を「総

務大臣により登録された有線一般放送を行う業務区域内にあって、長谷地区の有線テ

レビ施設の有線電気通信設備の回線の敷設範囲内とする」に改め、同条ただし書を削

る。 

 

第５条第２項中「ホームターミナル（有料テレビ放送を受信するために設置する端 

末装置をいう。）及び音声告知端末機（有線テレビ施設を利用して音声情報を受信す

るために設置する端末装置をいう。）（以下これらを「端末機等」を「受信用光伝達

装置（Ｖｉｄｅｏ－ＯｐｔｉｃａｌＮｅｔｗｏｒｋＵｎｉｔ）（以下「Ｖ－ＯＮＵ」

という。）及び有線テレビ施設を利用して有線一般放送のラジオ放送として行われる

告知放送業務の音声情報を受信するために設置する端末装置（以下「告知端末」に改

め、同条第３項中「端末機等」を「Ｖ－ＯＮＵ及び告知端末」に改め、同項に次のた

だし書を加える。 
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ただし、市長が別に規定する場合は、この限りでない。 

 

第５条第４項中「端末機等」を「Ｖ－ＯＮＵ及び告知端末」に、「転貸してはなら

ない」を「転貸してはならないものとし、Ｖ－ＯＮＵより出力される回線を加入者以

外の者の使用に供してはならないものとする」に改め、同条に次の４項を加える。 

６ 市長は、有線テレビ施設又は有線電気通信設備の一部又は全部を共有する法第 

１２７条の規定に基づき総務大臣に登録された有線一般放送事業者を公示するもの

とする。 

７ 前項に規定する公示された者のうちから、市長が特に指定する有線一般放送事業

者（以下「特定事業者」という。）と加入者は、有線テレビ施設への加入時に自動

的に加入契約を締結したこととする。 

８ 特定事業者から加入者に提供されるサービスは、特定事業者が設定する加入金及

び利用料が無料の基本サービスに限られるものとする。ただし、加入者が特定事業

者との間で有料のサービスの提供に係る契約を締結した場合にあっては、この限り

でない。 

９ 特定事業者に係る個人情報の管理と個人情報の共同利用については、規則で定め

る。 

 

第６条第１項中「速やかに」を「市長が指定する納付の方法により」に改め、同条

第２項中「受信者端子（以下「保安器」という。）」を「設置されるＶ－ＯＮＵ」に

改め、同項に次のただし書を加える。 

ただし、集合住宅において、１台のＶ－ＯＮＵを設置して使用する場合にあって

は、各世帯に引き込まれる回線１条につき、５５,０００円とする。 

 

第７条第１項中「有線テレビ施設のうち保安器」を「有線電気通信設備のうちＶ－

ＯＮＵ」に改め、同項ただし書中「タップオフ（幹線に送られた電磁波を引込線へ分

岐する機器をいう。）から保安器までの引込線の変更工事を行う場合については、加

入者が費用」を「次に掲げる変更工事を行う場合は、加入者がその費用の全額」に改

め、同項に次の２号を加える。 

(1) Ｖ－ＯＮＵに接続する光ファイバーケーブル（以下「光線」という。）に関し、

Ｖ－ＯＮＵから最寄りの光線の結合器又は分岐器までの間に設置されている光線

を移設する場合 

(2) Ｖ－ＯＮＵの設置位置を変更しようとする場合 

 

第７条第２項中「保安器」を「Ｖ－ＯＮＵ」に、「端末機等までの設置及び維持管

理は、加入者が行うもの」を「テレビジョン放送受信機又は告知端末までの回線及び

装置の設置、維持管理及び運用は、加入者が行うものとし、Ｖ－ＯＮＵの稼働に必要

な電源確保と電気の供給を含め、これらに要する費用は、加入者の負担」に改め、同

条第３項中「保安器までの部分」を「Ｖ－ＯＮＵまでの有線電気通信設備」に改め、



 

- 21 - 

 

同条第５項中「工事、修理等」を「設置、変更、修理、改善及び復旧に係る工事」に

改める。 

 

第８条第２項中「保安器」を「設置されるＶ－ＯＮＵ」に改め、同項に次のただし

書を加える。 

ただし、集合住宅において、１台のＶ－ＯＮＵを設置して使用する場合にあって

は、各世帯に引き込まれる回線１条につき２,７５０円とする。 

 

第１１条中「使用料」を「加入金又は使用料」に改める。 

 

第１４条各号列記以外の部分中「使用」を「提供される放送の利用」に改め、同条

第３号中「及び端末機等」を「の有線電気通信設備、告知端末及びこれらに附帯す

る」に改め、同条第４号を次のように改める。 

(4) ３か月にわたり使用料を納付しないときは利用の停止とし、その後６か月にわ

たり改善が見られないときは加入の許可の取消しとする。 

 

第１４条に次の１項を加える。 

２ 前項の規定により加入者が、提供される放送の利用停止又は加入の許可の取消し

となった場合は、第５条第７項及び同条第８項の規定にかかわらず、特定事業者か

らのサービスの提供についても利用を停止され、又は加入を取り消されたものとす

る。 

 

第１５条中「災害等」を「天災、事変その他」に改める。 

 

第１６条中「及び端末機等」を「の有線電気通信設備、告知端末及びこれらに附帯

する」に改める。 

 

第１７条を次のように改める。 

（有線テレビ施設の設備共用と加入の特例） 

第１７条 加入者とならずに、有線テレビ施設の有線電気通信設備を使用して特定事

業者のサービスの提供を受けることはできないものとする。 

２ 第１３条の規定に基づき加入者が脱退した場合においても、継続して特定事業者

のサービスの提供を受けることはできないものとする。 

 

 

附 則 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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令和２年２月２５日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

ケーブルテレビネットワーク光化整備工事及び総務省への届出等に伴い、所要の改

正を行うため、提案するものであります。 
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議案第９号 

 

伊那市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

伊那市職員の育児休業等に関する条例（平成１８年伊那市条例第３２号）の一部を

次のように改正する。 

 

 第９条第１項中「第４３号」の次に「。以下「退職手当条例」という。」を加え、

同条第２項中「伊那市一般職の職員の退職手当に関する条例」を「退職手当条例」に

改める。 

 

第１０条を次のように改める。 

（育児短時間勤務をすることができない職員） 

第１０条 法第１０条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職員とする。 

(1) 法第６条第１項の規定により任期を定めて採用された職員 

(2) 伊那市職員の定年等に関する条例第４条第１項又は第２項の規定により引き続

いて勤務している職員 

 

第１４条を第２４条とする。 

 

第１３条中「第５条の」を「第１４条の」に改め、同条を第２３条とし、第１２条

を第２２条とし、第１１条を第２１条とし、第１０条の次に次の１０条を加える。 

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して１年を経過しない場合に育児短時

間勤務をすることができる特別の事情） 

第１１条 法第１０条第１項ただし書の条例で定める特別な事情は、次に掲げる事情

とする。 

(1) 育児短時間勤務（法第１０条第１項に規定する育児短時間勤務をいう。以下同

じ。）をしている職員が産前の休業を始め、又は出産したことにより、当該育児

短時間勤務の承認が効力を失った後、当該産前の休業又は出産に係る子が第３条

第１号ア又はイに掲げる場合に該当することとなったこと。 

(2) 育児短時間勤務をしている職員が、第１４条第１号に掲げる事由に該当したこ

とにより当該育児短時間勤務の承認が取り消された後、同号に規定する承認に係

る子が第３条第２号ア又はイに掲げる場合に該当することとなったこと。 

(3) 育児短時間勤務をしている職員が休職又は停職の処分を受けたことにより、当

該育児短時間勤務の承認が効力を失った後、当該休職又は停職の期間が終了した

こと。 

(4) 育児短時間勤務をしている職員が当該職員の負傷、疾病又は身体上若しくは精

神上の障害により当該育児短時間勤務に係る子を養育することができない状態が
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相当期間にわたり継続することが見込まれることにより当該育児短時間勤務の承

認が取り消された後、当該職員が当該子を養育することができる状態に回復した

こと。 

(5) 育児短時間勤務の承認が、第１４条第２号に掲げる事由に該当したことにより

取り消されたこと。 

(6) 育児短時間勤務（この号の規定に該当したことにより当該育児短時間勤務に係

る子について既にしたものを除く。）の終了後、３月以上の期間を経過したこと

（当該育児短時間勤務をした職員が、当該育児短時間勤務の承認の請求の際育児

短時間勤務により当該子を養育するための計画について育児休業等計画書により

任命権者に申し出た場合に限る。）。 

(7) 配偶者が負傷又は疾病により入院したこと、配偶者と別居したこと、育児短時

間勤務に係る子について保育所等における保育の利用を希望し、申込みを行って

いるが、当面その実施が行われないことその他の育児短時間勤務の終了時に予測

することができなかった事実が生じたことにより当該育児短時間勤務に係る子に

ついて育児短時間勤務をしなければその養育に著しい支障が生じることとなった

こと。 

（法第１０条第１項第５号の条例で定める勤務の形態） 

第１２条 法第１０条第１項第５号の条例で定める勤務の形態は、勤務時間条例第２

条第６項の規定の適用を受ける職員について、次に掲げる勤務の形態（法第１０条

第１項第１号から第４号までに掲げる勤務の形態を除く。）とする。 

(1) ４週間ごとの期間につき８日以上を週休日とし、当該期間につき１週間当たり

の勤務時間が１９時間２５分、１９時間３５分、２３時間１５分又は２４時間 

３５分となるように勤務すること。 

(2) ４週間を超えない期間につき１週間当たり１日以上の割合の日を週休日とし、

当該期間につき１週間当たりの勤務時間が１９時間２５分、１９時間３５分、 

２３時間１５分又は２４時間３５分となるように勤務すること。 

（育児短時間勤務の承認又は期間の延長の請求手続） 

第１３条 育児短時間勤務の承認又は期間の延長の請求は、育児短時間勤務を始めよ

うとする日の１月前又はその期間の末日の翌日の１月前までに行うものとする。 

（育児短時間勤務の承認の取消事由） 

第１４条 法第１２条において準用する法第５条第２項の条例で定める事由は、次に

掲げる事由とする。 

(1) 育児短時間勤務をしている職員について当該育児短時間勤務に係る子以外の子

に係る育児短時間勤務を承認しようとするとき。 

(2) 育児短時間勤務をしている職員について当該育児短時間勤務の内容と異なる内

容の育児短時間勤務を承認しようとするとき。 

（法第１７条の条例で定めるやむを得ない事情） 

第１５条 法第１７条の条例で定めるやむを得ない事情は、次に掲げる事情とする。 

(1) 過員を生じること。 
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(2) 当該育児短時間勤務に伴い任用されている短時間勤務職員（法第１８条第１項

の規定により採用された職員をいう。以下同じ。）を短時間勤務職員として引き

続き任用しておくことができないこと。 

（育児短時間勤務の例による短時間勤務に係る職員への通知） 

第１６条 任命権者は、法第１７条の規定による短時間勤務をさせる場合又は当該短

時間勤務が終了した場合には、職員に対し、書面によりその旨を通知しなければな

らない。 

（育児短時間勤務をした職員の退職手当の取扱い） 

第１７条 退職手当条例第６条の４第１項及び第７条第４項の規定の適用については、

育児短時間勤務（法第１７条の規定による短時間勤務を含む。以下この条において

同じ。）をした期間は、退職手当条例第６条の４第１項に規定する現実に職務に従

事することを要しない期間に該当するものとする。 

２ 育児短時間勤務をした期間についての退職手当条例第７条第４項の規定の適用に

ついては、同項中「その月数の２分の１に相当する月数」とあるのは、「その月数

の３分の１に相当する月数」とする。 

３ 育児短時間勤務の期間中の退職手当条例の規定による退職手当の計算の基礎とな

る給料月額は、育児短時間勤務をしなかったと仮定した場合の勤務時間により勤務

したときに受けるべき給料月額とする。 

（育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員の任用に係る任期の更新） 

第１８条 第６条の規定は、短時間勤務職員の任期の更新について準用する。 

（育児短時間勤務職員等の給与条例の特例） 

第１９条 育児短時間勤務をしている職員（法第１７条の規定による短時間勤務をし

ている職員を含む。以下「育児短時間勤務職員等」という。）に対する給与条例の

規定の適用については、次の表の左欄に掲げる給与条例の規定中同表の中欄に掲げ

る字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第７条第１項 決定する 決定するものとし、その者の給料月額は、その者

の受ける号俸に応じた額に、勤務時間条例第２条

第２項の規定により定められたその者の勤務時間

を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数

（以下「算出率」という。）を乗じて得た額（そ

の額に１円未満の端数があるときは、その端数を

切り捨てた額）とする 

第７条第２項

及び第８条第

２項 

決定する 決定するものとし、その者の給料月額は、その者

の受ける号俸に応じた額に、算出率を乗じて得た

額とする 

第１０条第１

項 

とする に、算出率を乗じて得た額とする 

第２５条第２ 再任用短時間 法第１０条第１項に規定する育児短時間勤務をし 
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号 勤務職員 ている職員（法第１７条の規定による短時間勤務

をしている職員を含む。以下「育児短時間勤務職

員等」という。） 

第３５条第１

項 

支給する 支給する。ただし、育児短時間勤務職員等が正規

の勤務時間が割り振られた日において、正規の勤

務時間外にした勤務のうち、その勤務の時間とそ

の勤務をした日における正規の勤務時間との合計

が７時間４５分に達するまでの間の勤務にあって

は、同条に規定する勤務１時間当たりの給与に 

１００分の１００（その勤務が午後１０時から翌

日の午前５時までの間である場合は、その割合に

１００分の１２５）を乗じて得た額とする 

第４８条第３

項 

給料 給料の月額を算出率で除して得た額 

第４８条第４

項及び第５２

条第２項 

給料の月額 給料の月額を算出率で除して得た額 

第４８条第５

項 

市長が定める 育児短時間勤務職員等の勤務時間を考慮して市長

が別に定める 

（部分休業をすることができない職員） 

第２０条 法第１９条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職員とする。 

(1) 育児短時間勤務又は法第１７条の規定による短時間勤務をしている職員 

(2) 次のいずれにも該当する非常勤職員以外の非常勤職員（再任用短時間勤務職員

を除く。） 

ア 特定職に引き続き在職した期間が１年以上である非常勤職員 

 イ 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して市長が規則で定める非常 

勤職員 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の第１３条の規定による承認の請求は、施行日前において

も、同条の規定の例によりすることができる。 

 （伊那市職員の勤務時間及び休暇等に関する条例の一部改正） 

３ 伊那市職員の勤務時間及び休暇等に関する条例（平成１８年伊那市条例第３１

号）の一部を次のように改正する。 

第２条第６項中「第４項」を「第６項」に改め、同項を同条第８項とし、同条第
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５項を同条第７項とし、同条第４項中「第１項から前項まで」を「前各項」に改め、

「ただし」の次に「、育児短時間勤務職員等については、必要に応じ、当該育児短

時間勤務等の内容に従い、日曜日及び土曜日に加えて月曜日から金曜日までの５日

間において週休日を設けるものとし」を、「再任用短時間勤務職員」の次に「及び

任期付短時間勤務職員」を加え、同項を同条第６項とし、同条第３項中「前２項」

を「前各項」に改め、同項を同条第５項とし、同条第２項中「前項」を「第１項」

に改め、同項を同条第３項とし、同項の次に次の１項を加える。 

４ 育児休業法第１８条第１項の規定により採用された職員（以下「任期付短時間

勤務職員」という。）の勤務時間は、第１項の規定にかかわらず、休憩時間を除

き、４週間を超えない期間につき１週間当たり３１時間までの範囲内とする。 

第２条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号。以下「育児

休業法」という。）第１０条第３項の規定により同条第１項に規定する育児短時

間勤務（以下「育児短時間勤務」という。）の承認を受けた職員（同法第１７条

の規定による短時間勤務をすることとなった職員を含む。以下「育児短時間勤務

職員等」という。）の１週間当たりの勤務時間は、当該承認を受けた育児短時間

勤務の内容（同法第１７条の規定による短時間勤務をすることとなった職員にあ

っては、同条の規定によりすることとなった短時間勤務の内容。以下「育児短時

間勤務等の内容」という。）に従い、任命権者が定める。 

第４条第１項に次のただし書を加える。 

ただし、当該職員が育児短時間勤務職員等である場合にあっては、公務の運営

に著しい支障が生じると認められる場合として市長が規則で定める場合に限り、

当該継続的な勤務をすることを命じることができる。 

第４条第２項に次のただし書を加える。 

   ただし、当該職員が育児短時間勤務職員等である場合にあっては、公務の運営

に著しい支障が生じると認められる場合として市長が規則で定める場合に限り、

正規の勤務時間外において同項に掲げる勤務以外の勤務をすることを命じること

ができる。 

第５条第１項中「第２条第４項から第６項まで」を「第２条第６項から第８項ま

で」に改める。 

 （伊那市一般職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

４ 伊那市一般職の職員の給与に関する条例（平成１８年伊那市条例第３９号）の一

部を次のように改正する。 

  第１０条第２項中「第２条第２項」を「第２条第３項」に改める。 

  第１３条第４項及び第３５条第３項中「第２条第４項から第６項まで」を「第２

条第６項から第８項まで」に改める。 

  第３６条第２項中「第２条第４項」を「第２条第６項」に、「第２条第５項又は

第６項」を「第２条第７項又は第８項」に改める。 

  第３９条第１項中「第２条第４項から第６項まで」を「第２条第６項から第８項
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まで」に改める。 

 

 

 

令和２年２月２５日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）の規定に基づく

育児短時間勤務制度に関し、必要な事項を定めるため、提案するものであります。 
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議案第１０号 

 

伊那市特別職の職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

伊那市特別職の職員の給与等に関する条例（平成１８年伊那市条例第３７号）の一

部を次のように改正する。 

 

別表第１中 

「 

教育長 ６５４,０００円 

                                    」を 

「 

教育長 ６６２,０００円 

                                    」に

改める。 

 

別表第２中 

「 

市議会議員 議長 ４６４,０００円 

 副議長 ３８８,０００円 

 議員 ３６５,０００円 

                                    」を 

「 

市議会議員 議長 ４６７,０００円 

 副議長 ３９１,０００円 

 議員 ３６８,０００円 

                                    」に

改める。 

 

 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 

 

 

令和２年２月２５日提出 
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伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

伊那市特別職報酬等審議会からの答申による教育長の給料月額及び市議会議員の議

員報酬の額の改定を行うため、提案するものであります。 



 

- 31 - 

 

議案第１１号 

 

伊那市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

 

伊那市国民健康保険税条例（平成１８年伊那市条例第５５号）の一部を次のように

改正する。 

 

第２７条第１項中第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。  

(3)  国民健康保険法第５９条各号のいずれかに該当する者  

 

第２７条第２項中「納期限まで」の次に「（ただし、同項第３号に該当する場合は、

この限りでない。）」を加える。 

 

 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 

 

 

令和２年２月２５日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

国民健康保険税の減免対象者を追加するため、提案するものであります。 
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議案第１２号 

 

伊那市印鑑条例の一部を改正する条例 

 

 

伊那市印鑑条例（平成１８年伊那市条例第６０号）の一部を次のように改正する。 

  

第２条第２項第２号を次のように改める。 

 (2) 意思能力を有しない者（前号に掲げる者を除く。） 

 

 第７条第１項第４号及び第１３条第６号中「記載」を「記録」に改める。 

 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

令和２年２月２５日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に

関する法律（令和元年法律第３７号）の施行等に伴い、所要の改正を行うため、提案

するものであります。 
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議案第１３号 

 

伊那市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準 

を定める条例の一部を改正する条例 

 

 

伊那市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例（平成２６年伊那市条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

 

第３条第１項中「良質かつ適切な」を「良質かつ適切であり、かつ、子どもの保護

者の経済的負担の軽減について適切に配慮された」に改める。 

 

第５条第１項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に、「利用者

負担」を「第１３条の規定により支払を受ける費用に関する事項」に改める。 

 

第６条第１項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同条

第２項及び第３項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改め、同

条第４項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同条第５項

中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改める。 

 

第７条第２項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改める。 

 

第８条中「支給認定保護者の提示する支給認定証によって、支給認定の有無、支給

認定子どもの該当する法第１９条第１項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分、支

給認定の有効期間及び保育必要量」を「必要に応じて、教育・保育給付認定保護者の

提示する支給認定証（教育・保育給付認定保護者が支給認定証の交付を受けていない

場合にあっては、子ども・子育て支援法施行規則（平成２６年内閣府令第４４号）第

７条第２項の規定による通知）によって、教育・保育給付認定の有無、教育・保育給

付認定子どもの該当する法第１９条第１項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分、

教育・保育給付認定の有効期間、保育必要量（法第２０条第３項に規定する保育必要

量をいう。）」に改める。 

 

第９条の見出し及び同条第１項中「支給認定」を「教育・保育給付認定」に改め、

同条第２項中「支給認定の変更」を「教育・保育給付認定の変更」に、「支給認定保

護者」を「教育・保育給付認定保護者」に、「支給認定の有効期間」を「教育・保育

給付認定の有効期間」に改める。 

 

第１０条及び第１１条中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改

める。 
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第１３条第１項中「（特別利用保育及び特別利用教育を含む。以下この条及び次条

において同じ。）」を削り、「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者（満

３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者に限る。）」に、「法第 

２７条第３項第２号に掲げる額（特定教育・保育施設が特別利用保育を提供する場合

にあっては法第２８条第２項第２号に規定する市が定める額とし、特別利用教育を提

供する場合にあっては法第２８条第２項第３号に規定する市が定める額とする。）」

を「満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者についての法第２７

条第３項第２号に掲げる額」に改め、同条第２項中「支給認定保護者」を「教育・保

育給付認定保護者」に、「規定する額（その額が現に当該特定教育・保育に要した費

用を超えるときは、当該現に特定教育・保育に要した費用の額）をいい、当該特定教

育・保育施設が特別利用保育を提供する場合にあっては法第２８条第２項第２号に規

定する内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該特別利

用保育に要した費用を超えるときは、当該現に特別利用保育に要した費用の額）を、

特別利用教育を提供する場合にあっては法第２８条第２項第３号に規定する内閣総理

大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該特別利用教育に要した

費用を超えるときは、当該現に特別利用教育に要した費用の額）」を「掲げる額」に

改め、同条第３項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同

条第４項各号列記以外の部分中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」

に改め、同項第３号中「に要する費用（法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学

前子どもに対する食事の提供に要する費用を除き、同項第２号に掲げる小学校就学前

子どもについては主食の提供に係る費用に限る。）」を「（次に掲げるものを除

く。）に要する費用」に改め、同号に次のように加える。 

ア 次の(ア)又は(イ)に掲げる満３歳以上教育・保育給付認定子どものうち、そ

の教育・保育給付認定保護者及び当該教育・保育給付認定保護者と同一の世帯

に属する者に係る市民税所得割合算額がそれぞれ(ア)又は(イ)に定める金額未

満であるものに対する副食の提供 

(ア) 法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども ７万７,１０１円 

(イ) 法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。イ(イ)におい

て同じ。） ５万７,７００円（子ども・子育て支援法施行令（平成２６年

政令第２１３号）第４条第２項第６号に規定する特定教育・保育給付認定保

護者にあっては、７万７,１０１円） 

イ 次の(ア)又は(イ)に掲げる満３歳以上教育・保育給付認定子どものうち、負

担額算定基準子ども又は小学校第３学年修了前子ども（小学校、義務教育学校

の前期課程又は特別支援学校の小学部の第１学年から第３学年までに在籍する

子どもをいう。以下イにおいて同じ。）が同一の世帯に３人以上いる場合にそ

れぞれ(ア)又は(イ)に定める者に該当するものに対する副食の提供（アに該当
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するものを除く。） 

(ア) 法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども 負担額算定基準子ども又は小学校第３学年修了前子ど

も（そのうち最年長者及び２番目の年長者である者を除く。）である者 

(イ) 法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども 負担額算定基準子ども（そのうち最年長者及び２番目

の年長者である者を除く。）である者 

ウ 満３歳未満保育認定子どもに対する食事の提供 

 

第１３条第４項第５号、第５項及び第６項中「支給認定保護者」を「教育・保育給

付認定保護者」に改める。 

 

第１４条第１項中「法第２８条第１項に規定する特例施設型給付費を含む。以下こ

の項において」を「法第２７条第１項に規定する施設型給付費をいう。以下」に、

「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同条第２項中「支給認

定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改める。 

 

第１６条第２項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改める。 

 

第１７条中「支給認定子どもの」を「教育・保育給付認定子どもの」に、「支給認

定子ども又はその保護者」を「当該教育・保育給付認定子ども又は当該教育・保育給

付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者」に改める。 

 

第１８条中「支給認定子どもに」を「教育・保育給付認定子どもに」に、「支給認

定子どもの保護者」を「教育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護

者」に改める。 

 

第１９条の見出し中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、

同条中「支給認定子どもの保護者」を「教育・保育給付認定子どもに係る教育・保育

給付認定保護者」に改める。 

 

第２０条第５号中「支給認定保護者から受領する利用者負担その他の」を「第１３

条の規定により教育・保育給付認定保護者から支払を受ける」に改める。 

 

第２１条第１項及び第２項ただし書、第２４条の見出し並びに同条から第２６条ま

での規定中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改める。 

 

第２７条第１項及び第２項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」

に改め、同条第３項中「支給認定子どもに」を「教育・保育給付認定子どもに」に、
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「支給認定子どもの保護者」を「教育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付認

定保護者」に改める。 

 

第２８条第１項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改める。 

 

第３０条第１項中「支給認定子ども又は支給認定保護者」を「教育・保育給付認定

子ども又は教育・保育給付認定保護者」に、「支給認定子どもの」を「教育・保育給

付認定子どもの」に、「支給認定子ども等」を「教育・保育給付認定子ども等」に改

め、同条第３項及び第４項中「支給認定子ども等」を「教育・保育給付認定子ども

等」に改める。 

 

第３２条第２項及び第４項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」

に改める。 

 

第３４条第２項各号列記以外の部分中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定

子ども」に改め、同項第２号中「に規定する提供した特定教育・保育に係る必要な事

項」を「の規定による特定教育・保育」に改め、同項第３号中「に規定する」を「の

規定による」に改める。 

 

第３５条第１項及び第２項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」

に改め、同条第３項中「を含むものとして、本章」を「を、施設型給付には特例施設

型給付費（法第２８条第１項の特例施設型給付費をいう。次条第３項において同

じ。）を、それぞれ含むものとして、前節」に、「支給認定子ども」を「教育・保育

給付認定子ども」に、「とする」を「と、第１３条第２項中「法第２７条第３項第１

号に掲げる額」とあるのは「法第２８条第２項第２号の内閣総理大臣が定める基準に

より算定した費用の額」と、同条第４項第３号イ(ア)中「教育・保育給付認定子ど

も」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用保育を受ける者を除く。）」

と、同号イ(イ)中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子

ども（特別利用教育を受ける者を含む。）」とする」に改める。 

 

第３６条第１項及び第２項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」

に改め、同条第３項中「を含む」を「を、施設型給付費には特例施設型給付費を、そ

れぞれ含む」に、「本章」を「前節」に、「第１３条第４項第３号中「除き、同項２

号に掲げる小学校就学前子どもについては主食の提供に係る費用に限る。）」とある

のは「除く。）」を「「同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子どもの総数」とあるのは「同項第１号又は第２号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子どもの総数」と、第１３条第２項中「法第２７条第

３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第２８条第２項第３号の内閣総理大臣が定め

る基準により算定した費用の額」と、同条第４項第３号イ(ア)中「教育・保育給付認
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定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用教育を受ける者を含

む。）」と、同号イ(イ)中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給

付認定子ども（特別利用教育を受ける者を除く。）」に改める。 

 

第３７条第１項中「のうち、家庭的保育事業にあっては、その」を「（事業所内保

育事業を除く。）の」に、「）の数を」を「）の数は、家庭的保育事業にあっては」

に改め、「Ａ型をいう」の次に「。第４２条第３項第１号において同じ」を、「Ｂ型

をいう」の次に「。第４２条第３項第１号において同じ」を加え、「にあっては、そ

の利用定員の数を」を「にあっては」に、「附則第６項」を「附則第４項」に改める。  

 

第３８条第１項中「利用者負担」を「第４３条の規定により支払を受ける費用に関

する事項」に改める。 

 

第３９条第１項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同

条第２項中「同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子ども」を「満３

歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。以下この章において

同じ。）」に、「支給認定子どもが」を「満３歳未満保育認定子どもが」に改め、同

条第３項中「前項の選考方法」を「同項の選考方法」に、「支給認定保護者」を「教

育・保育給付認定保護者」に改め、同条第４項中「支給認定子ども」を「満３歳未満

保育認定子ども」に改める。 

 

第４０条第２項中「法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に改める。 

 

第４１条中「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に改める。 

 

第４２条第１項各号列記以外の部分中「この項」の次に「から第５項まで」を加え、

同項第１号中「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に改め、同項第２

号中「をいう」の次に「。以下この条において同じ」を加え、同項第３号中「支給認

定子ども（」を「満３歳未満保育認定子ども（」に、「支給認定子どもにあっては」

を「満３歳未満保育認定子どもにあっては」に、「支給認定子どもに係る支給認定保

護者」を「満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者」に改め、同

条第４項中「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に改め、同項を同条

第９項とし、同項の前に次の１項を加える。 

８ 保育所型事業所内保育事業を行う者のうち、児童福祉法第６条の３第１２項第２

号に規定する事業を行うものであって、市長が適当と認めるもの（附則第５項にお

いて「特例保育所型事業所内保育事業者」という。）については、第１項の規定に

かかわらず、連携施設の確保をしないことができる。 
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第４２条第３項中「を行う者であって、第３７条第２項の規定により定める利用定

員が２０人以上のもの」を「（第３７条第２項の規定により定める利用定員が２０人

以上のものに限る。次項において「保育所型事業所内保育事業」という。）を行う

者」に、「第１項本文」を「第１項」に、「第１項第１号」を「同項第１号」に改め、

同項を同条第７項とし、同条第２項中「、前項本文の規定にかかわらず」を削り、同

項を同条第６項とし、同条第１項の次に次の４項を加える。 

２ 市長は、特定地域型保育事業者による代替保育の提供に係る連携施設の確保が著

しく困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件の全てを満たすと認

めるときには、前項第２号の規定を適用しないこととすることができる。 

(1) 特定地域型保育事業者と前項第２号に掲げる事項に係る連携協力を行う者との

間でそれぞれの役割の分担及び責任の所在が明確化されていること。 

(2) 前項第２号に掲げる事項に係る連携協力を行う者の本来の業務の遂行に支障が

生じないようにするための措置が講じられていること。 

３ 前項の場合において、特定地域型保育事業者は、次の各号に掲げる場合の区分に

応じ、それぞれ当該各号に定める者を第１項第２号に掲げる事項に係る連携協力を

行う者として適切に確保しなければならない。 

(1) 当該特定地域型保育事業者が特定地域型保育事業を行う場所又は事業所（次号

において「事業実施場所」という。）以外の場所又は事業所において代替保育が

提供される場合 小規模保育事業Ａ型若しくは小規模保育事業Ｂ型又は事業所内

保育事業を行う者（次号において「小規模保育事業Ａ型事業者等」という。） 

(2) 事業実施場所において代替保育が提供される場合 事業の規模等を勘案して小

規模保育事業Ａ型事業者等と同等の能力を有すると市が認める者 

４ 市長は、特定地域型保育事業者による第１項第３号に掲げる事項に係る連携施設

の確保が著しく困難であると認めるときは、同号の規定を適用しないこととするこ

とができる。 

５ 前項の場合において、特定地域型保育事業者は、児童福祉法第５９条第１項に規

定する施設のうち、次に掲げるもの（入所定員が２０人以上のものに限る。）であ

って、市長が適当と認めるものを第１項第３号に掲げる事項に係る連携協力を行う

者として適切に確保しなければならない。 

(1) 法第５９条の２第１項の規定による助成を受けている者の設置する施設（児童

福祉法第６条の３第１２項に規定する業務を目的とするものに限る。） 

(2) 児童福祉法第６条の３第１２項に規定する業務又は同法第３９条第１項に規定

する業務を目的とする施設であって、同法第６条の３第９項第１号に規定する保

育を必要とする乳児・幼児の保育を行うことに要する費用に係る地方公共団体の

補助を受けているもの 

 

第４３条第１項中「（特別利用地域型保育及び特定利用地域型保育を含む。以下こ

の条及び第５０条において準用する第１４条において同じ。）」を削り、「支給認定

保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、「（当該特定地域型保育事業者が
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特別利用地域型保育を提供する場合にあっては法第３０条第２項第２号に規定する市

が定める額とし、特定利用地域型保育を提供する場合にあっては法第３０条第２項第

３号に規定する市が定める額とする。）」を削り、同条第２項中「支給認定保護者」

を「教育・保育給付認定保護者」に改め、「（その額が現に当該特定地域型保育に要

した費用の額を超えるときは、当該現に特定地域型保育に要した費用の額）をいい、

当該特定地域型保育事業者が特別利用地域型保育を提供する場合にあっては法第３０

条第２項第２号に規定する内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額（その

額が現に当該特別利用地域型保育に要した費用の額を超えるときは、当該現に特別利

用地域型保育に要した費用の額）を、特定利用地域型保育を提供する場合にあっては

法第３０条第２項第３号に規定する内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の

額（その額が現に当該特定利用地域型保育に要した費用の額を超えるときは、当該現

に特定利用地域型保育に要した費用の額）」を削り、同条第３項から第６項までの規

定中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改める。 

 

第４６条第５号中「支給認定保護者から受領する利用者負担その他の」を「第４３

条の規定により教育・保育給付認定保護者から支払を受ける」に改める。 

 

第４７条第１項及び第２項ただし書中「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定

子ども」に改める。 

 

第４９条第２項各号列記以外の部分中「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定

子ども」に改め、同項第２号中「に規定する提供した特定地域型保育に係る必要な事

項」を「の規定による特定地域型保育」に改め、同項第３号中「に規定する」を「の

規定による」に改める。 

 

第５０条中「特定地域型保育事業」を「特定地域型保育事業者、特定地域型保育事

業所及び特定地域型保育」に、「第１４条第１項中「施設型給付費（法第２８条第１

項に規定する特例施設型給付費を含む。以下この項において同じ。）」とあるのは

「地域型保育給付費（法第３０条第１項に規定する特例地域型保育給付費を含む。以

下この項において同じ。）」を「第１１条中「教育・保育給付認定子どもについて」

とあるのは「教育・保育給付認定子ども（満３歳未満保育認定子どもに限り、特定満

３歳以上保育認定子どもを除く。以下この節において同じ。）について」と、第１２

条の見出し中「教育・保育」とあるのは「地域型保育」と、第１４条の見出し中「施

設型給付費」とあるのは「地域型保育給付費」と、同条第１項中「特定教育・保育に

係る施設型給付費（法第２７条第１項に規定する施設型給付費をいう。以下同

じ。）」とあるのは「特定地域型保育（特別利用地域型保育及び特定利用地域型保育

を含む。第５０条において準用する次項及び第１９条において同じ。）に係る地域型

保育給付費（法第２９条第１項に規定する地域型保育給付費をいう。以下この項及び

第５０条において準用する第１９条において同じ。）」と、「施設型給付費の」とあ
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るのは「地域型保育給付費の」と、同条第２項中「特定教育・保育に」とあるのは

「特定地域型保育に」と、「特定教育・保育の」とあるのは「特定地域型保育の」と、

「特定教育・保育提供証明書」とあるのは「特定地域型保育提供証明書」と、第１９

条中「特定教育・保育を」とあるのは「特定地域型保育を」と、「施設型給付費」と

あるのは「地域型保育給付費」と、第２３条中「運営規程」とあるのは「第４６条に

規定する事業の運営についての重要事項に関する規程」に改める。 

 

第５１条第１項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改め、同

条第２項中「支給認定子どもの」を「教育・保育給付認定子どもの」に、「法第１９

条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子ども」を「満３歳

未満保育認定子ども」に、「支給認定子どもを」を「教育・保育給付認定子どもを」

に改め、同条第３項中「特別利用地域型保育を含むものとして、本章（第３９条第２

項及び第４０条第２項を除く。）の規定を適用する」を「特別利用地域型保育を、地

域型保育給付費には特例地域型保育給付費（法第３０条第１項の特例地域型保育給付

費をいう。次条第３項において同じ。）を、それぞれ含むものとして、この章（第 

４０条第２項を除き、前条において準用する第８条から第１４条まで（第１０条及び

第１３条を除く。）、第１７条から第１９条まで及び第２３条から第３３条までを含

む。次条第３項において同じ。）の規定を適用する。この場合において、第３９条第

２項中「利用の申込みに係る法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもの

数」とあるのは「利用の申込みに係る法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前

子どもの数」と、「満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除

く。以下この章において同じ。）」とあるのは「法第１９条第１項第１号又は第３号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども（第５２条第１項

の規定により特定利用地域型保育を提供する場合にあっては、当該特定利用地域型保

育の対象となる法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもを含む。）」と、「法第２０条第４項の規定による認定に基

づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高いと認

められる満３歳未満保育認定子どもが優先的に利用できるよう、」とあるのは「抽選、

申込みを受けた順序により決定する方法、当該特定地域型保育事業者の保育に関する

理念、基本方針等に基づく選考その他公正な方法により」と、第４３条第１項中「教

育・保育給付認定保護者」とあるのは「教育・保育給付認定保護者（特別利用地域型

保育の対象となる法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者を除く。）」と、同条第２

項中「法第２９条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第３０条第２項第２号の

内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、同条第３項中「前２項」と

あるのは「前項」と、同条第４項中「前３項」とあるのは「前２項」と、「掲げる費

用」とあるのは「掲げる費用及び食事の提供（第１３条第４項第３号ア又はイに掲げ

るものを除く。）に要する費用」と、同条第５項中「前各項」とあるのは「第２項か

ら第４項まで」とする」に改める。 
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第５２条第１項及び第２項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」

に改め、同条第３項中「特定利用地域型保育を含むものとして、本章の規定を適用す

る」を「特定利用地域型保育を、地域型保育給付費には特例地域型保育給付費を、そ

れぞれ含むものとして、この章の規定を適用する。この場合において、第４３条第１

項中「教育・保育給付認定保護者」とあるのは「教育・保育給付認定保護者（特定利

用地域型保育の対象となる法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもに限る。）に係る

教育・保育給付認定保護者に限る。）」と、同条第２項中「法第２９条第３項第１号

に掲げる額」とあるのは「法第３０条第２項第３号の内閣総理大臣が定める基準によ

り算定した費用の額」と、同条第４項中「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及び

食事の提供（特定利用地域型保育の対象となる特定満３歳以上保育認定子どもに対す

るもの及び満３歳以上保育認定子ども（令第４条第１項第２号に規定する満３歳以上

保育認定子どもをいう。）に係る第１３条第４項第３号ア又はイに掲げるものを除

く。）に要する費用」とする」に改める。 

 

附則第２項中「（法第２７条第３項第２号に掲げる額（特定教育・保育施設が」と

あるのは「（当該特定教育・保育施設が」と、「定める額とする。）をいう。）」と

あるのは「定める額をいう。）」を「教育・保育給付認定保護者（満３歳未満保育認

定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定保護者（満３歳未満保育認定子ども（特

定保育園（法附則第６条第１項に規定する特定保育所をいう。次項において同じ。）

から特定教育・保育（保育に限る。第１９条において同じ。）を受ける者を除く。以

下この項において同じ。）」に、「（法第２７条第３項第１号に規定する額」とある

のは「（法附則第６条第３項の規定により読み替えられた法第２８条第２項第１号に

規定する内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」を「当該特定教育・保

育」とあるのは「当該特定教育・保育（特定保育園における特定教育・保育（保育に

限る。）を除く。）」に改める。 

 

附則中第４項の前の見出し、同項及び第５項を削り、第６項を第４項とする。 

 

附則第７項中「特定地域型保育事業者」の次に「（特例保育所型事業所内保育事業

者を除く。）」を加え、「第４２条第１項本文」を「第４２条第１項」に、「５年」

を「１０年」に改め、同項を附則第５項とする。 

 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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令和２年２月２５日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

子ども・子育て支援法の一部を改正する法律（令和元年法律第７号）の施行に伴い、

所要の改正を行うため、提案するものであります。 
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議案第１４号 

 

伊那市産業と若者が息づく拠点施設条例 

 

（設置） 

第１条 産業と若者のつながりを創出するとともに、地域産業の振興を図るため、地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条第１項の規定により、産業と若者

が息づく拠点施設（以下「拠点施設」という。）を設置する。 

（名称及び位置） 

第２条 拠点施設の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 伊那市産業と若者が息づく拠点施設 

位置 伊那市荒井３４２８番地７ 

 （拠点施設の用途） 

第３条 拠点施設に次の施設を置く。 

(1) 共用施設（多目的室、会議室及びシェアデスクのことをいう。以下同じ。） 

(2) オフィス専用施設（貸オフィス及び産業支援ルームのことをいう。以下「オフ

ィス等」という。） 

（指定管理者による管理） 

第４条 拠点施設の管理は、地方自治法第２４４条の２第３項の規定により、指定管

理者（同項に規定する指定管理者をいう。以下同じ。）に行わせるものとする。

（指定管理者が行う業務） 

第５条 指定管理者は、拠点施設において、次に掲げる業務を行うものとする。 

(1) 拠点施設の使用の許可、使用の停止等に関する業務 

(2) 拠点施設の施設及び附属設備（以下「施設等」という。）の維持管理に関する

業務 

(3) 前２号に掲げるもののほか、拠点施設の運営に関する業務のうち、市長のみの

権限に属する事務を除く業務 

（開館時間及び休館日） 

第６条 共用施設の開館時間及び休館日は、次のとおりとする。 

(1) 開館時間 午前９時から午後９時まで 

(2) 休館日 木曜日及び１２月２９日から翌年の１月３日まで 

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると認めるときは、市長

の承認を得て、共用施設の開館時間及び休館日を変更することができる。 

 （使用対象者） 

第７条 オフィス等を使用することができる者は、個人又は法人のうち、次の各号の

いずれかに該当する者であって、指定管理者が使用させることが適当であると認め

たものとする。 

(1) 拠点となる事務所を有する者で、オフィス等を使用した後において、新たに市

内へ事務所を開設しようとしているもの 
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(2) 新規に事業を開始しようとする者又は事業を開始した日以後５年を経過してい

ない者で、市内へ拠点となる事務所を開設しようとしているもの 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が特に適当と認める者は、オフィス等を使用する

ことができるものとする。 

（使用の許可） 

第８条 拠点施設を使用しようとする者は、あらかじめ指定管理者に申請し、許可を

受けなければならない。 

２ 指定管理者は、前項の許可に際し、管理上必要な条件を付すことができる。 

 （使用期間） 

第９条 オフィス等の使用期間は、５年以内とする。ただし、指定管理者は、特に必

要があると認めるときは、市長の承認を得て、使用期間を延長することができる。 

（使用許可の制限） 

第１０条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用を許可しない

ことができる。 

(1) 公の秩序又は善良の風俗を害するおそれのあるとき。 

(2) 施設等を毀損し、又は汚損するおそれのあるとき。 

(3) 集団的に又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれがある組織及びその構成員

の利益になると認めるとき。 

(4) 拠点施設の管理及び運営上支障があると認めるとき。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、指定管理者が使用を不適当と認めるとき。 

（利用料金） 

第１１条 拠点施設の使用の許可を受けた者（以下「使用者」という。）は、別表に

定める利用料金を指定管理者に納付しなければならない。 

２ 前項の規定により納付された利用料金は、指定管理者の収入とする。 

３ オフィス等の使用者は、オフィス等の利用料金を毎月末までに納入しなければな

らない。 

（利用料金の減免） 

第１２条 指定管理者は、公益上特に必要があると認めるときは、市長の承認を得て

前条の利用料金を減額し、又は免除することができる。 

（利用料金の還付） 

第１３条 既に納めた利用料金は、還付しない。ただし、次の各号のいずれかに該当

するときは、その全部又は一部を還付することができる。 

(1) 使用者が、自己の責めによらない理由で使用できなくなったとき。 

(2) 使用者が使用開始日前７日までに使用許可の取消しを申請した場合において、

指定管理者が、相当の理由があると認めたとき。 

（使用者の費用負担） 

第１４条 オフィス等において、次に掲げる費用は、使用者の負担とする。 

(1) 使用者が使用するオフィス等の光熱水費及び通信費 

(2) 使用者の責めに帰すべき事由によって生じたオフィス等の修繕等に要する費用 
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(3) 前２号に掲げるもののほか、指定管理者が指定する費用 

（目的外使用等の禁止） 

第１５条 使用者は、許可を受けた目的以外に拠点施設を使用し、又はその権利を譲

渡し、若しくは転貸してはならない。 

（特別の設備） 

第１６条 使用者は、拠点施設に特別の設備等をし、又は変更を加えてはならない。

ただし、あらかじめ指定管理者の許可を受けたときは、この限りでない。 

２ 指定管理者は、特に必要があると認めるときは、使用者の負担において設備等を

させることができる。 

（物品の販売） 

第１７条 使用者は、物品の販売その他これに類する行為をしようとするときは、あ

らかじめ指定管理者の許可を受けなければならない。 

（使用許可の取消し等） 

第１８条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、拠点施設の使用許

可を取り消し、又は使用を停止し、若しくは使用条件を変更することができる。こ

の場合において、使用者に生じた損害については、指定管理者は、その責めを負わ

ない。 

(1) 使用者が、この条例及びこれに基づく規則に違反したとき。 

(2) 使用者が、使用許可の内容又は条件に違反したとき。 

(3) 使用許可の申請に偽りがあったとき。 

(4) 市税及び分担金、使用料その他の歳入を納期限までに納付しないとき。 

(5) 第１０条各号の規定のいずれかに該当したとき。 

(6) 前各号に掲げるもののほか、指定管理者において必要があると認めたとき。 

（原状回復の義務） 

第１９条 使用者は、拠点施設の使用を終了したとき、又は使用を停止し、若しくは

許可を取り消されたときは、直ちに施設等を原状に回復しなければならない。 

２ 使用者が前項の義務を履行しないときは、市長においてこれを代行し、その費用

は使用者が負担しなければならない。 

（損害賠償の義務） 

第２０条 使用者は、使用に際し施設等に損害を与えた場合には、市長が相当と認め

る損害額を賠償しなければならない。ただし、市長が相当の理由があると認めたと

きは、賠償額を減額し、又は免除することができる。 

（市長による管理） 

第２１条 第４条の規定にかかわらず、市長は、必要があると認めるときは、拠点施

設の管理を自ら行うことができる。 

２ 前項の規定により市長が拠点施設の管理を行う場合における第６条から第１０条

まで、第１４条、第１６条から第１８条まで及び別表の規定の適用については、次

の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げ

る字句に読み替えるものとする。 
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第６条及び第９条 指定管理者は、特に必要

があると認めるときは、

市長の承認を得て 

市長は、特に必要がある

と認めるときは 

第７条、第８条、第１０

条、第１４条及び第１６

条から第１８条まで 

指定管理者 市長 

別表 （第１１条関係） （第２２条関係） 

別表 利用料金 使用料 

（使用料） 

第２２条 第１１条の規定にかかわらず、市長が管理する拠点施設を利用する者は、

別表に定める使用料を納付しなければならない。 

２ オフィス等の使用者は、オフィス等の使用料を毎月末までに納入しなければなら

ない。 

（使用料の減免） 

第２３条 市長は、公益上特に必要があると認めるときは、前条の使用料を減額し、

又は免除することができる。 

（使用料の還付） 

第２４条 既に納めた使用料は、還付しない。ただし、次の各号のいずれかに該当す

るときは、その全部又は一部を還付することができる。 

(1) 使用者が、自己の責めによらない理由で使用できなくなったとき。 

(2) 使用者が使用開始日前７日までに使用許可の取消しを申請した場合において、

市長が、相当の理由があると認めたとき。 

（委任） 

第２５条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 

 

 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 

別表（第１１条関係） 

施設等利用料金 

１ 共用施設 

区分 利用料金 

多目的室 午前９時から正午まで ２,４００円 

 正午から午後３時まで ２,４００円 

 午後３時から午後６時まで ２,４００円 

 午後６時から午後９時まで ２,４００円 
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会議室 １時間につき ２００円 

シェアデスク １人１時間につき １００円 

附属設備 市長が別に定める額 

冷房又は暖房 市長が別に定める額 

２ オフィス専用施設 

区分 利用料金（月額） 

オフィスＡ ４３,０００円 

オフィスＢ ３８,０００円 

オフィスＣ ４０,０００円 

オフィスＤ ５５,０００円 

産業支援ルーム １２０,０００円 

備考 使用期間が１月に満たない場合は、当該月の現日数を基礎として日割りに

より算定する（この額に１０円未満の端数があるときは、切り捨てる。）。 

 

 

 

   令和２年２月２５日提出 

 

                 伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

 伊那市産業と若者が息づく拠点施設を設置するため、提案するものであります。 
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議案第１５号 

 

伊那市体験交流施設条例 

 

 （設置） 

第１条 伊那市における観光振興及び地域住民活動の振興に寄与するため、地方自治

法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２４４条第１項の規定によ

り、体験交流施設（以下「施設」という。）を設置する。 

 （名称及び位置） 

第２条 施設の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 新山ふるさと体験館 

位置 伊那市富県１７７７番地４ 

（事業） 

第３条 施設は、次に掲げる事業を行う。 

(1) 観光振興に関すること。 

(2) 地域住民活動の振興に関すること。 

(3) 移住希望者と地域住民の交流に関すること。 

（指定管理者による管理） 

第４条 施設の管理は、法第２４４条の２第３項の規定により、指定管理者（同項に

規定する指定管理者をいう。以下同じ。）に行わせるものとする。 

（指定管理者が行う業務）  

第５条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

(1) 施設の使用の許可、使用の停止等に関する業務 

(2) 施設の維持管理に関する業務 

(3) 第３条各号に掲げる事業に関する業務 

(4) 前３号に掲げるもののほか、施設の運営に関する業務のうち、市長のみの権限

に属する事務を除く業務 

（開業時間及び休業日） 

第６条 施設の開業時間及び休業日は、次のとおりとする。 

 (1) 開業時間 午前８時から午後１０時まで 

 (2) 休業日 １２月２９日から翌年の１月３日まで 

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、必要があると認めるときは、市長の承

認を得て、施設の開業時間及び休業日を変更することができる。 

（使用の許可） 

第７条 施設を使用しようとする者は、あらかじめ指定管理者の許可を受けなければ

ならない。許可を受けた事項の変更又は取消しをしようとする場合も、同様とする。  

２ 指定管理者は、前項の許可に際し、管理上必要な条件を付すことができる。 

（使用許可の制限） 

第８条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用を許可しないこ
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とができる。 

(1) 公の秩序又は善良の風俗を害するおそれのあるとき。 

(2) 施設を毀損し、又は汚損するおそれのあるとき。 

(3) 集団的に又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれがある組織及びその構成員

の利益になると認めるとき。 

(4) 施設の管理及び運営上支障があると認めるとき。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、指定管理者が使用を不適当と認めるとき。 

 （目的外使用等の禁止） 

第９条 第７条の使用許可を受けた者（以下「使用者」という。）は、許可を受けた

目的以外に使用し、又はその権利を譲渡し、若しくは転貸してはならない。 

（使用許可の取消し等） 

第１０条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、施設の使用許可を

取り消し、又は使用を停止し、若しくは使用条件を変更することができる。この場

合において、使用者に生じた損害については、指定管理者は、その責めを負わない。  

(1) 使用者が、この条例の規定に違反したとき。 

(2) 使用者が、使用許可の内容又は条件に違反したとき。 

(3) 使用許可の申請に偽りがあったとき。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、指定管理者が特に必要があると認めたとき。 

（原状回復の義務） 

第１１条 使用者は、施設の使用を終了したとき、又は使用を停止し、若しくは使用

許可を取り消されたときは、直ちに施設を原状に回復しなければならない。 

２ 使用者が前項の義務を履行しないときは、市長がこれを代行し、その費用は、使

用者が負担しなければならない。 

（損害賠償の義務） 

第１２条 使用者は、施設に損害を与えた場合には、市長が相当と認める損害額を賠

償しなければならない。ただし、市長が特別の事由があると認めるときは、賠償額

を減額し、又は免除することができる。 

（市長による管理） 

第１３条 第４条の規定にかかわらず、市長は、必要があると認めるときは、施設の

管理を自ら行うことができる。 

２ 前項の規定により市長が施設の管理を行う場合における第６条から第８条まで及

び第１０条の規定の適用については、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲

げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第６条 指定管理者は、必要があ

ると認めるときは、市長

の承認を得て 

市長は、特に必要がある

と認めるときは 

第７条、第８条及び第 

１０条 

指定管理者 市長 

（委任） 
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第１４条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 

 

 

   附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 

 

 

   令和２年２月２５日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

 新山ふるさと体験館を設置するため、提案するものであります。 
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議案第１６号 

 

伊那市公共物管理条例及び伊那市準用河川占用料徴収条例の一部を改正 

する条例 

 

 

 （伊那市公共物管理条例の一部改正） 

第１条 伊那市公共物管理条例（平成１８年伊那市条例第１４３号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

  別表第１項の表中 

 「 

鉱工業用 １年 毎秒１リットル（１リットル未満の端

数があるときは、１リットルに切り上

げる。） 

3,900円 

                                    」を 

 「 

鉱工業用 １年 毎秒１リットル（１リットル未満の端

数があるときは、１リットルに切り上

げる。） 

4,074円 

」に 

改め、同表第３項の表中 

 「 

砂利又は砂 １立方メートル（１立方

メートル未満の端数があ

るときは、１立方メート

ルに切り上げる。） 

230円 

切込み 〃 210円 

土砂 〃 180円 

れき、栗石、玉石類 〃 260円 

転石（庭

石を除

く。） 

粒径30センチメートル

以上50センチメートル

未満のもの 

１個 90円 

 

粒径50センチメートル

以上60センチメートル

未満のもの 

〃 120円 

 

粒径60センチメートル

以上のもの 

１立方メートル（１立方

メートル未満の端数があ 

5,100円 
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  るときは、１立方メート

ルに切り上げる。） 

 

                                   」を 

 「 

砂利又は砂 １立方メートル（１立方

メートル未満の端数があ

るときは、１立方メート

ルに切り上げる。） 

234円 

切込み 〃 213円 

土砂 〃 183円 

れき、栗石、玉石類 〃 264円 

転石（庭

石を除

く。） 

粒径30センチメートル

以上50センチメートル

未満のもの 

１個 91円 

 

粒径50センチメートル

以上60センチメートル

未満のもの 

〃 122円 

 

粒径60センチメートル

以上のもの 

１立方メートル（１立方

メートル未満の端数があ

るときは、１立方メート

ルに切り上げる。） 

5,296円 

 

」に 

改め、同表第４項の表中 

 「 

あし、かや 60センチメートル、なわしめ１束（60セ

ンチメートル、なわしめ１束未満の端数

があるときは１束に切り上げる。） 

60円 

」を 

 「 

あし、かや 60センチメートル なわしめ １束（60

センチメートルなわしめ１束未満の端数

があるときは、１束に切り上げる。） 

61円 

」に 

改める。 

 

  別表に備考として次のように加える 

  備考 占用期間が１月未満である場合における土地の占用料の額は、この表によ

り算定して得た額に消費税額及び当該消費税額を課税標準額として課せられ
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るべき地方消費税額に相当する額を加えた額とする。 

 

 （伊那市準用河川占用料徴収条例の一部改正） 

第２条 伊那市準用河川占用料徴収条例（平成１８年伊那市条例第１４６号）の一部

を次のように改正する。 

 

  別表第１項第１号の表中 

 「 

１ 揚水式発電所以外の

発電所 

1,976円×常時理論水力＋988円×（最大理論

水力－常時理論水力） 

２ 揚水式発電所 ｛1,976円×常時理論水力＋988円×（最大理

論水力－常時理論水力）｝×補正係数 

                                    」を 

 「 

１ 揚水式発電所以外の

発電所 

｛1,976円×常時理論水力＋988円×（最大理

論水力－常時理論水力）｝×1.1 

２ 揚水式発電所 ｛1,976円×常時理論水力＋988円×（最大理

論水力－常時理論水力）｝×補正係数×1.1 

  」に 

改め、同項第２号の表中 

 「 

鉱工業用 １年 毎秒１リットル（１リットル未満の端

数があるときは、１リットルに切り上

げる。） 

3,900円 

                                    」を 

 「 

鉱工業用 １年 毎秒１リットル（１リットル未満の端

数があるときは、１リットルに切り上

げる。） 

4,074円 

」に 

改め、同表第３項の表中 

 「 

砂利又は砂 １立方メートル（１立方

メートル未満の端数があ

るときは、１立方メート

ルに切り上げる。以下同

じ。） 

230円 

切込み １立方メートル 210円 
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土砂 〃 180円 

れき、栗石、玉石類 〃 260円 

転石（庭

石を除

く。） 

粒径30センチメートル

以上50センチメートル

未満のもの 

１個 90円 

 

 粒径50センチメートル

以上60センチメートル

未満のもの 

〃 120円 

 

粒径60センチメートル

以上のもの 

１立方メートル 5,100円 

                                   」を 

 「 

砂利又は砂 １立方メートル（１立方

メートル未満の端数があ

るときは、１立方メート

ルに切り上げる。以下同

じ。） 

234円 

切込み １立方メートル 213円 

土砂 〃 183円 

れき、栗石、玉石類 〃 264円 

転石（庭

石を除

く。） 

粒径30センチメートル

以上50センチメートル

未満のもの 

１個 91円 

 

粒径50センチメートル

以上60センチメートル

未満のもの 

〃 122円 

 

粒径60センチメートル

以上のもの 

１立方メートル 5,296円 

 

」に 

改め、同表第４項の表中 

 「 

あし、かや類 60センチメートルなわしめ１束（60セン

チメートルなわしめ１束未満の端数があ

るときは、１束に切り上げる。） 

60円 

」を 

 「 

あし、かや類 60センチメートル なわしめ １束（60

センチメートルなわしめ１束未満の端数 

61円 
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 があるときは、１束に切り上げる。）  

」に 

改める。 

 

  別表備考に次のように加える。 

   ３ 占用期間が１月未満である場合における土地の占用料の額は、この表によ

り算定して得た額に消費税額及び当該消費税額を課税標準額として課せられ

るべき地方消費税額に相当する額を加えた額とする。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の伊那市公共物管理条例及び伊那市準用河川占用料徴収条

例の規定は、この条例の施行の日以後の占用に係る占用料について適用し、同日前

の占用に係る占用料については、なお従前の例による。 

 

 

 

令和２年２月２５日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

長野県の河川法施行細則（昭和４０年長野県規則第２４号）の改正に準じて改正す

るため、提案するものであります。 
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議案第１７号 

 

伊那市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例 

 

 

伊那市道路占用料徴収条例（平成１８年伊那市条例第１４５号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

別表備考に次のように加える。 

９ 占用期間が１月未満である場合における占用料の額は、この表により算定し

て得た額に消費税額及び当該消費税額を課税標準額として課せられるべき地方

消費税額に相当する額を加えた額とする。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の伊那市道路占用料徴収条例の規定は、この条例の施行の

日以後の占用に係る占用料について適用し、同日前の占用に係る占用料については、

なお従前の例による。 

 

 

 

令和２年２月２５日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

道路法施行令の一部を改正する政令（令和元年政令第１１２号）の施行に伴い、所

要の改正を行うため、提案するものであります。 
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議案第１８号 

 

伊那市営住宅条例の一部を改正する条例 

 

 

伊那市営住宅条例（平成１８年伊那市条例第１４９号）の一部を次のように改正す

る。 

 

 第１８条第４項を同条第５項とし、同条第３項ただし書中「未納の家賃」を「賃貸

借に基づいて生じた金銭の給付を目的とする債務の不履行」に改め、同項を同条第４

項とし、同条第２項の次に次の１項を加える。 

３ 入居者が賃貸借に基づいて生じた金銭の給付を目的とする債務を履行しないとき 

は、市は敷金をその債務の弁済に充てることができる。この場合において、入居者 

は市に対し、敷金をもって賃貸借に基づいて生じた金銭の給付を目的とする債務の 

不履行の弁済に充てることを請求することができない。 

 

 第２０条第１項中「費用（畳の表替え、破損ガラスの取替え等軽微な修繕及び給水

栓、点滅器その他附帯施設の構造上重要でない部分の修繕に要する費用を除く。）

は」を「費用は、市長がその修繕に要する費用を入居者が負担するものとして定める

ものを除いて」に改め、同条第３項中「第１項に掲げる」を「市営住宅及び共同施設

の」に、「同項」を「第１項」に改める。 

 

第２１条第５号中「前条第１項に規定する」を「前条第１項において市が負担する

こととされている」に改める。 

 

第２２条第２項中「き損」を「毀損」に改める。 

 

 第４２条第１項第３号中「き損」を「毀損」に改め、同条第３項中「年５パーセン

トの割合」を「法定利率」に改める。 

 

 第６２条第３項中「第１８条第３項及び第４項」を「第１８条第４項及び第５項」

に改め、「、「家賃」とあるのは「使用料」と」を削る。 

 

 第６３条第１項第３号中「き損」を「毀損」に改める。 

 

 附則第５項中「平成３３年３月」を「令和３年３月」に改める。 

 

 別表第１中 

「 
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高尾町団地   ㎡  

伊那市山寺2110番地 木造 30.57 昭和30年度 ２戸 

伊那市山寺2116番地 木造 30.57 昭和31年度 １戸 

                                    」を 

「 

高尾町団地   ㎡  

伊那市山寺2116番地 木造 30.57 昭和31年度 １戸 

                                    」に、 

「 

 伊那市西箕輪7200番地34 簡平 33.71 昭和40年度 12戸 

 伊那市西箕輪7200番地27 簡平 33.71 昭和41年度 20戸 

                                    」を 

「 

 伊那市西箕輪7200番地34 簡平 33.71 昭和40年度 ８戸 

 伊那市西箕輪7200番地27 簡平 33.71 昭和41年度 16戸 

                                    」に 

改める。 

 

 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 

 

 

令和２年２月２５日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

民法の一部を改正する法律（平成２９年法律第４４号）の施行等に伴い、所要の改

正を行うため、提案するものであります。 
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議案第１９号 

 

伊那市生涯学習センター条例の一部を改正する条例 

 

 

伊那市生涯学習センター条例（平成１８年伊那市条例第１８２号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

第３条中「午後１０時３０分」を「午後１０時」に改める。 

 

第６条第２号中「き損」を「毀損」に改める。 

 

別表第１項の表中 

「 

 午前８

時３０

分から

午後０

時３０

分まで 

午後１

時から

午後５

時まで 

午後５

時３０

分から

午後 

１０時 

３０分

まで 

午前８

時３０

分から

午後５

時まで 

午後１

時から

午後 

１０時 

３０分

まで 

午前８

時３０

分から

午後 

１０時 

３０分

まで 

１時間

につき 

」を 

「 

 午前８

時３０

分から

午後０

時３０

分まで 

午後１

時から

午後５

時まで 

午後５

時３０

分から

午後 

１０時

まで 

午前８

時３０

分から

午後５

時まで 

午後１

時から

午後 

１０時

まで 

午前８

時３０

分から

午後 

１０時

まで 

１時間

につき 

」に、 

「 

団体事務室及び女

性団体事務室 

１区画 １月１０,０００円 

」を 

「 

団体事務室 １区画 １月１０,０００円 

」に 

改める。 
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附 則 

この条例は、令和２年６月１日から施行する。 

 

 

 

令和２年２月２５日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

伊那市生涯学習センターの開館時間を変更する等のため、提案するものであります。  
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議案第２０号  

 

伊那市体育施設条例の一部を改正する条例 

 

 

 伊那市体育施設条例（平成１８年伊那市条例第１９３号）の一部を次のように改正

する。 

 

 第２条第４号を次のように改める。 

 (4) マレットゴルフ場 

名称 位置 

マレットパークはびろ 伊那市西箕輪３８２２番地３０ 

花の丘マレットゴルフ場 伊那市高遠町東高遠９９６番地 

 

別表第１中 

「 

勝間マレットゴルフ場 ４月１日から１１月

３０日まで 

午前５時から午後６時ま

で 

花の丘マレットゴルフ場 ４月１日から１１月

３０日まで 

午前８時３０分から午後

５時まで 

下山田マレットゴルフ場 ４月１日から１１月

３０日まで 

午前５時から午後６時ま

で 

三義マレットゴルフ場 ４月１日から１１月

３０日まで 

午前５時から午後６時ま

で 

南アルプスマレットゴル

フ場 

４月１日から１１月

３０日まで 

午前５時から午後６時ま

で 

伊那市民体育館 １月４日から１２月

２８日まで 

午前８時３０分から午後

９時３０分まで 

                                    」を 

「 

花の丘マレットゴルフ場 ４月１日から１１月

３０日まで 

午前８時３０分から午後

５時まで 

伊那市民体育館 １月４日から１２月

２８日まで 

午前８時３０分から午後

９時３０分まで 

                                    」に 

改める。 

 

別表第２第１３項第１号中 
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「 

個人使用 入場券 一般、高校生 １人１回につき ３００円 

小中学生 １人１回につき ２００円 

入場回数券 一般、高校生 １２回券 ３,０００円 

小中学生 １２回券 ２,０００円 

年間入場券 一般、高校生 １人１年につき ５,０００円 

小中学生 １人１年につき ３,０００円 

」を 

「 

個人使用 入場券 １人１回につき ２００円 

年間入場券 １人１年につき ５,０００円 

                                    」に 

改める。 

 

別表第２中第１５項を削り、第１６項を第１５項とし、第１７項から第２９項まで

を１項ずつ繰り上げる。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の別表第２の規定は、この条例の施行の日以後の使用に係

るものから適用し、同日前の使用に係るものについては、なお従前の例による。 

 

 

 

令和２年２月２５日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

地区マレットゴルフ場を廃止し、及びマレットパークはびろの利用料金を改定する

ため、提案するものであります。 
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議案第２１号 

 

伊那市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する 

条例 

 

 

伊那市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例（平成１８年伊那市条例第 

２０３号）の一部を次のように改正する。 

 

第６条中「第２４３条の２第８項」を「第２４３条の２の２第８項」に改める。 

 

 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 

 

 

令和２年２月２５日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

地方自治法等の一部を改正する法律（平成２９年法律第５４号）の施行に伴い、所

要の改正を行うため、提案するものであります。 
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議案第２２号 

 

伊那市水道事業給水条例の一部を改正する条例 

 

 

伊那市水道事業給水条例（平成１８年伊那市条例第２０４号）の一部を次のように

改正する。 

 

第７条第４項中「第５条」を「第６条」に改める。 

 

第３２条中第５号を第６号とし、第２号から第４号までを１号ずつ繰り下げ、第１

号の次に次の１号を加える。 

(2) 法第２５条の３の２第１項に規定する指定の更新をするとき １件につき  

５,０００円（市内に本店、支店等を有しない場合は、１５,０００円） 

 

 第３７条第１項中「第５条」を「第６条」に改める。 

 

 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 

 

 

令和２年２月２５日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

水道法の一部を改正する法律（平成３０年法律第９２号）の施行に伴い、所要の改

正を行うため、提案するものであります。 
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議案第２３号 

 

伊那市自動車運送事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

伊那市自動車運送事業の設置等に関する条例（平成１８年伊那市条例第２０６号）

の一部を次のように改正する。 

 

第６条中「第２４３条の２第８項」を「第２４３条の２の２第８項」に、「、議

会」を「議会」に、「免除の額が１０万円を超える」を「賠償額が１０万円以上であ

る」に改める。 

 

 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 

 

 

令和２年２月２５日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

地方自治法等の一部を改正する法律（平成２９年法律第５４号）の施行等に伴い、

所要の改正を行うため、提案するものであります。 
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議案第２４号  

 

人権擁護委員候補者の推薦について 

 

 

下記の者を人権擁護委員の候補者に推薦したいので、人権擁護委員法（昭和２４年

法律第１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

 

記 

 

氏  名 生 年 月 日 住      所 備考 

仲田 穗積 昭和２７年１０月 １日 長野県伊那市上の原６０３１番地１ 新任 

鹿野  剛 昭和２５年 ５月１６日 長野県伊那市富県５６２８番地６８ 再任 

齋藤  敬 昭和３９年 ５月 ５日 長野県伊那市美篶４１５９番地２ 新任 

大倉 博子 昭和２５年１０月１１日 長野県伊那市西箕輪５０９４番地５ 再任 

 

 

 

令和２年２月２５日提出  

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

山口光委員、鹿野剛委員、山口治委員及び大倉博子委員が令和２年６月３０日をも

って任期満了となることに伴い、上記の者を人権擁護委員候補者として推薦したいの

で、提案するものであります。 

なお、委員の任期は３年、略歴は別紙のとおりであります。 
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略    歴 
 

仲
なか

 田
た

 穗
ほ

 積
づみ

 

 

       昭和２７年１０月１日生（満６７歳） 

         本 籍 長野県下伊那郡喬木村３番地１ 

         住 所 長野県伊那市上の原６０３１番地１ 

          

 

 
最 終 学 歴 

 
 
  昭和５０年 ３月  信州大学工学部卒業 
 
 
 
 

職     歴 
 
 
自 昭和５０年 ４月 
            ルビコン株式会社 
至 平成２９年１０月 
 
 
 
 

公  職  歴 
 
 
自 平成３１年 １月 
            上の原区長 
至 現      在 
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略    歴 
 

鹿
しか

 野
の

  剛
つよし

 

 

       昭和２５年５月１６日生（満６９歳） 

         本 籍 長野県伊那市富県５６２８番地 

         住 所 長野県伊那市富県５６２８番地６８ 

       

 

 
学     歴 

 
 
  昭和４９年 ３月  新潟大学人文学部卒業 
 
 
 
 

職     歴 
 
 
自 昭和４９年 ４月 
            信州学園伊那女子高等学校教諭 
至 昭和６０年 ３月 

 
自 昭和６０年 ４月 
            高松学園伊那西高等学校教諭 
至 平成２３年 ３月 

 
自 平成２３年 ４月 
            高松学園伊那西高等学校常勤講師 
至 平成２８年 ３月 
 
 
 
 

公  職  歴 
 
 
自 平成２８年 １月 
            桜井区長 
至 平成２８年１２月 

 
自 平成２９年 ７月 
            人権擁護委員 
至 現      在 
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略    歴 
 

齋
さい

 藤
とう

  敬
たかし

 

 

       昭和３９年５月５日生（満５５歳） 

         本 籍 長野県伊那市高遠町西高遠８３５番地 

         住 所 長野県伊那市美篶４１５９番地２ 

         

 

 
最 終 学 歴 

 
 
  昭和６２年 ３月  専修大学法学部卒業 
 
 
 
 

職     歴 
 
 
自 平成 ５年 １月 
            湯澤房利司法書士事務所 
至 平成２２年１２月 

 
自 平成２２年１２月 
            サイトウ・オフィス（自営業） 
至 現      在 
 
 
 
 

公  職  歴 
 
 
自 平成２３年 ５月 
            公益社団法人成年後見センター リーガルサポートながの

支部副支部長 
至 現      在 

 
自 平成２４年 ５月 
            伊那市土地開発公社理事 
至 平成２５年１０月 

 
自 平成２５年１０月 
            伊那市土地開発公社清算人 
至 平成２６年 ２月 

 
自 平成２８年 ８月 
            伊那市権利擁護ネットワーク連絡協議会委員 
至 現      在 

 
自 平成２９年 ５月 
            長野県司法書士会常任理事 
至 令和 元年 ５月 

 
自 平成３１年 ４月 
            伊那市社会福祉協議会 福祉サービス苦情解決委員会委員

及びくらしの安心サービス事業運営審査委員会委員 
至 現      在 
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略    歴 
 

大
おお

 倉
くら

 博
ひろ

 子
こ

 

 

       昭和２５年１０月１１日生（満６９歳） 

         本 籍 長野県伊那市西箕輪５０９４番地５ 

         住 所 長野県伊那市西箕輪５０９４番地５ 

         

 

 
最 終 学 歴 

 
 
  昭和４８年 ３月  山梨県立高等看護学院保健婦学科卒業 
 
 
 
 

職     歴 
 
 
自 昭和４８年 ４月 
            諏訪赤十字病院 
至 昭和５０年 ３月 

 
自 昭和５０年 ４月 
            山梨県大月保健所 
至 昭和５２年 ３月 

 
自 昭和５２年 ４月 
            伊那市職員 
至 平成２１年 ３月 

 
自 平成２２年 ４月 
            伊那市非常勤職員 
至 平成２４年 ３月 

 
自 平成２６年 ４月 
            伊那市社会福祉協議会 
至 平成２７年 ３月 

 
自 平成２７年 ４月 
            箕輪町非常勤職員 
至 平成２９年 ３月 

 
自 平成２９年 ４月 
            伊那市社会福祉協議会 
至 平成３０年 ３月 
 
 
 
 

公  職  歴 
 
 
自 平成２５年 ４月 
            伊那市少年補導委員 
至 平成２７年 ３月 

 
自 平成２５年 ４月 
            上伊那広域連合介護認定審査会委員 
至 平成２９年 ３月 
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自 平成２９年 ７月 
            人権擁護委員 
至 現      在 

 
自 平成３０年 ２月 
            伊那市男女共同参画推進会議委員 
至 現      在 

 
自 平成３０年 ４月 
            伊那人権擁護委員協議会常務委員 
至 現      在 

 
自 平成３１年 ４月 
            伊那人権擁護委員協議会副会長 
至 現      在 
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議案第２５号  

 

令和元年度伊那市一般会計第８回補正予算について  

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規定により、令和元年

度伊那市一般会計第８回補正予算を、別冊のとおり提出する。  

 

 

 

令和２年２月２５日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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議案第２６号 

 

令和元年度伊那市国民健康保険特別会計第１回補正予算について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規定により、令和元年

度伊那市国民健康保険特別会計第１回補正予算を、別冊のとおり提出する。 

 

 

 

令和２年２月２５日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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議案第２７号 

 

令和元年度伊那市国民健康保険直営診療所特別会計第２回補正予算につ 

いて 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規定により、令和元年

度伊那市国民健康保険直営診療所特別会計第２回補正予算を、別冊のとおり提出する。 

 

 

 

令和２年２月２５日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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議案第２８号 

 

令和元年度伊那市後期高齢者医療特別会計第１回補正予算について  

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規定により、令和元年

度伊那市後期高齢者医療特別会計第１回補正予算を、別冊のとおり提出する。 

 

 

 

令和２年２月２５日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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議案第２９号 

 

令和元年度伊那市介護保険特別会計第３回補正予算について  

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規定により、令和元年

度伊那市介護保険特別会計第３回補正予算を、別冊のとおり提出する。 

 

 

 

令和２年２月２５日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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議案第３０号 

 

令和元年度伊那市営駐車場事業特別会計第２回補正予算について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規定により、令和元年

度伊那市営駐車場事業特別会計第２回補正予算を、別冊のとおり提出する。 

 

 

 

令和２年２月２５日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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議案第３１号 

 

令和元年度伊那市公有財産管理活用事業特別会計第４回補正予算について  

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規定により、令和元年

度伊那市公有財産管理活用事業特別会計第４回補正予算を、別冊のとおり提出する。 

 

 

 

令和２年２月２５日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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議案第３２号 

 

令和元年度伊那市水道事業会計第１回補正予算について  

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規定により、令和元年

度伊那市水道事業会計第１回補正予算を、別冊のとおり提出する。 

 

 

 

令和２年２月２５日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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議案第３３号 

 

令和元年度伊那市下水道事業会計第１回補正予算について  

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規定により、令和元年

度伊那市下水道事業会計第１回補正予算を、別冊のとおり提出する。 

 

 

 

令和２年２月２５日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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議案第３４号 

 

令和元年度伊那市自動車運送事業会計第１回補正予算について  

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規定により、令和元年

度伊那市自動車運送事業会計第１回補正予算を、別冊のとおり提出する。  

 

 

 

令和２年２月２５日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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議案第３５号 

 

令和２年度伊那市一般会計予算について 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１１条第１項の規定により、令和２年

度伊那市一般会計予算を、別冊のとおり提出する。 

 

 

 

令和２年２月２５日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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議案第３６号 

 

令和２年度伊那市国民健康保険特別会計予算について 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１１条第１項の規定により、令和２年

度伊那市国民健康保険特別会計予算を、別冊のとおり提出する。 

 

 

 

令和２年２月２５日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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議案第３７号 

 

令和２年度伊那市国民健康保険直営診療所特別会計予算について 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１１条第１項の規定により、令和２年

度伊那市国民健康保険直営診療所特別会計予算を、別冊のとおり提出する。 

 

 

 

令和２年２月２５日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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議案第３８号 

 

令和２年度伊那市後期高齢者医療特別会計予算について 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１１条第１項の規定により、令和２年

度伊那市後期高齢者医療特別会計予算を、別冊のとおり提出する。 

 

 

 

令和２年２月２５日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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議案第３９号 

 

令和２年度伊那市介護保険特別会計予算について 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１１条第１項の規定により、令和２年

度伊那市介護保険特別会計予算を、別冊のとおり提出する。 

 

 

 

令和２年２月２５日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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議案第４０号 

 

令和２年度伊那市営駐車場事業特別会計予算について 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１１条第１項の規定により、令和２年

度伊那市営駐車場事業特別会計予算を、別冊のとおり提出する。 

 

 

 

令和２年２月２５日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 



 

- 88 - 

 

議案第４１号 

 

令和２年度伊那市公有財産管理活用事業特別会計予算について 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１１条第１項の規定により、令和２年

度伊那市公有財産管理活用事業特別会計予算を、別冊のとおり提出する。 

 

 

 

令和２年２月２５日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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議案第４２号 

 

令和２年度伊那市水道事業会計予算について 

 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２４条第２項の規定により、令和

２年度伊那市水道事業会計予算を、別冊のとおり提出する。 

 

 

 

令和２年２月２５日提出     

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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議案第４３号 

 

令和２年度伊那市下水道事業会計予算について 

 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２４条第２項の規定により、令和

２年度伊那市下水道事業会計予算を、別冊のとおり提出する。 

 

 

 

令和２年２月２５日提出     

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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議案第４４号 

 

令和２年度伊那市自動車運送事業会計予算について 

 

 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２４条第２項の規定により、令和

２年度伊那市自動車運送事業会計予算を、別冊のとおり提出する。 

 

 

 

令和２年２月２５日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 


